
 

 

イランへの軍事攻撃の即時終結と中東地域における平和と安定の実現を求める意見書 

アメリカとイスラエルは２０２６年２月２８日、国連憲章・国際法を無視して、イランに対

して大規模な攻撃を開始し、首都テヘランほか各地に空爆を行い、イラン最高指導者ハメネイ

師を殺害した。また、この事態を受けイランによる報復攻撃も湾岸諸国に拡大しており、双方

の子どもを含む一般市民に多くの犠牲者が出ている中、これ以上の軍事的エスカレーションを

引き起こすことは絶対に阻止しなければならない。そして、当事国双方によるホルムズ海峡の

封鎖によって、世界のエネルギー事情に多大な悪影響が及んでおり、多くのエネルギー資源、

石油資源を中東に依存する日本にとってはガソリン・電気・ガスなどのエネルギー価格の更な

る高騰、ナフサ等石油由来の原料調達不安等が、物価高に追い打ちをかけ、市民の生活と生業

が脅かされている。こうした事態は交野市議会としても看過できない。  

よって、日本政府は、「法の支配」に基づく国際秩序を重視する立場から、いかなる理由が

あろうとも民間人を巻き込む武力行使を断じて容認せず、臨時停戦中の当事国をはじめ、世界

各国に対して、武力ではなく国際法に基づく対話の外交努力により早期の戦争終結と、中東地

域の平和と安定を実現させるように粘り強く働きかけることを求める。  

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

日本共産党は 6 月議会に次の 2本の意見書を提出しました 

イラン戦争による物価高・資材不足解決のための緊急対策を求める意見書  

米国とイスラエルによるイランへの軍事攻撃によって、ホルムズ海峡が事実上封鎖状態に陥

るなど、日本経済と国民生活に深刻な影響を及ぼす事態が続いている。  

最大の対策は一日も早い戦争の終結である。日本政府は米国とイスラエルに対し停戦の確実な

実行と再攻撃を行わない保証のもとで早期終結の合意に至るよう、国際社会と連携した外交努

力を引き続き強めなければならない。  

同時に、物価高・資材不足は、市場任せ、個別対応にとどまらず、暮らしと営業を守るために

政府として迅速かつ抜本的な対策が必要である。  

政府はこの間、資材などは『足りている』とのメッセージを繰り返しているが、現場の実態と

はあまりにも乖離している。  

よって、本市議会は政府に対し、実態を直視し、以下の通り緊急に必要な手だてを講じるこ

とを求める。  

記 

１．物価高騰から国民の暮らしを守るため、補正予算で大胆な対策を緊急に実施する  

２．医療、食料、交通・物流、建設など国民生活に欠かせない分野での調達を確保する  

３．コストや金利の上昇による困難から中小企業と雇用を守る  

４．原油及び石油製品の需給を正確に把握し、供給と価格の安定に責任をもつ  

５．石油由来の燃料や原材料の需要抑制対策に取り組むとともに、中長期の視点にたった省エ

ネ・再エネの抜本強化をただちに進める  

以上、地方自治法第９９条の規定に基づき意見書を提出する。 


